
令和 5年 12月 28 日 

公共施設総合管理担当 

 

 

市保有施設の適正配置による維持管理コストの削減について 

 

１．令和５年度の取り組み 

①日野市公共施設等総合管理計画の進行管理 

②個別計画の策定・見直し 

【個別施設計画】 

策定…コミュニティ施設、社会教育施設（一部） ※社会教育施設は図書館・公民館を対象 

見直し…学校施設、住宅施設 ※学校施設は R４～６の取り組み 

【個別再編計画】 

策定…日野本町地区 ※R5は基礎検討を実施 

③公共施設・学校施設の劣化状況調査 

④公共建築物への包括施設管理委託の導入に向けた一次検討及びサウンディング調査 

⑤公共施設カルテの更新（２年目） 

⑥日野市 PPP/PFI手法導入優先的検討規程の作成 

⑦職員研修会の開催 

⑧議員説明会の開催 

⑨市民への情報発信（広報７月号など） 

 

２．目標値を修正した理由、 

２０１７年３月策定の日野市公共施設等総合管理計画では、計画期間（３０年間）である２０４６

年度までの縮減目標を約５．６万平方メートルとしており、２０２３年３月改訂においても、本縮減目

標値は継続とした。 

このため、個票において、２０２２年度の目標値を２９４，０００㎡（基準値３５０，０００㎡-縮減目

標値５６，０００㎡）としている。 

しかし、２０２７年度滅（令和９年度末）の目標値としては明らかに不適当であることから、２０２３

年度の目標値は年次割りした数値３３１，３３０㎡（３５０，０００㎡-１８，６７０㎡）への修正を行ったと

ころである。 

 

３．後退させたことによる削減計画額の変更の有無 

当初目標を継続しているため変更なし。 

 


